○学校徴収金取扱規程の例（福島県公立小中学校事務研究会作成）
学校徴収金取扱規程
（趣旨）
第１条
    この規程は、○○市町村立小中学校における学校徴収金に係わる事務手続きを定め、「事務処理手順の標準化及び会計システム化」により、学校徴収金の適正かつ効率的な運用を目的とする。
（学校徴収金の定義）
第２条　
　　学校徴収金とは、学校が学校教育のために、学校又は学級等の教育活動集団を単位として、定額を児童生徒から徴収する本来生徒に直接還元される性格の経費をいう。
（学校徴収金の種類）
第３条
　　対象とする会計は学年・学級費、教材教具費等及び給食費とする。
（会計年度）
第４条
    会計年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。
（学校徴収金の取扱い）
第５条
　　１　保護者への説明及び負担軽減
　　　　学校徴収金は、校長が目的や使途について、保護者に対して十分な説明を行い、理解を得て執行するとともに、保護者からの信頼のもと保護者の経済的負担により徴収されていることを常に認識し、保護者負担の軽減のために定期的に見直しを行うなど、計画的かつ効率的な執行に努める。
　　２　文書による事務処理
　　　　学校徴収金の事務処理は、文書による起案及び決裁を原則とし、支出及び収入の際は、支出調書又は収入調書を作成するとともに、その領収書等証拠書類を発行又は徴取し、予算執行の根拠を常に明確にしておく。
  　３　監査及び決算報告
学校徴収金は、毎年度、保護者等による監査を実施し、卒業学年に係る会計については卒業式までに、その他の会計についても年度末までに決算報告を行う。

　（責任者及び職務）
第６条　事務処理体制の整備
　　学校徴収金の取扱いを適正且つ円滑に執行するために、責任の所在を明確にし、校内事務処理体制を整備する。

１　校長は、学校徴収金にかかる経理事務について、指導助言を行う。
２　教頭・事務主任は、学校徴収金に係る経理事務にあたり、出納責任者として学校徴収金事務を統括する。
　　３　会計担当者は、会計区分ごとに適正な会計処理を行う。
（会計処理）
第７条 　　　
　　学校徴収金会計は、設置した目的に従い適正に執行する。
　　１　予算の編成
学校徴収金の各会計は年度当初に予算を編成する。
２　予算の執行
学校徴収金の収支は金融機関を経由して行い、収入調書及び支出調書等を作成し、
回議により事務主任及び教頭の審査、校長の決裁をもって執行する。
３　管理    

預金通帳は会計区分ごとに作成し、名義人は校長とする。
また、預金通帳と届出印鑑は、別々に保管する。
４　決算
        全ての収支の執行後、帳簿等を締切り、各会計の決算書を作成する。
５　監査
        決算後、保護者等による監査を受ける。
なお、監査の結果は、決算の報告と合わせて、校長名で保護者に報告する。

（証書類の保存）
第８条  　
　　　現金出納簿、預金通帳、収入調書、支出調書等は、○○年(各市町村が定めている年数)を保存する。

（事務の引継ぎ）
第９条　
　　会計担当者が交代したときは、速やかに文書による引継ぎを行い、未処理その他懸案事項がある場合は明確にしておく。















